規制強化は雇用を失なわさせるという、相変わらずの経営側の論理

規制緩和は、雇用を増やしたか～～～！！？？

　　　　

2010年10月26日

第82回労働政策審議会　労働条件分科会　傍聴記録
議題　有期労働契約について

【組織改編について】　

組織メンバーが変更になりました。

資料　NO１　労働条件分科会委員名簿（平成22年10月22日現在）　

◆事務局からの資料の説明

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000000uz2e.html
資料№2-1　平成15年労働基準法の一部改正における検討規定（平成15年法律第104号）附則　第3条
　※有期労働契約の期間の上限の延長、解雇に係る規定の整備等を措置。
資料№2-2　労働政策審議会答申（労働条件分科会報告「今後の労働契約法制及び労働時間法制のあり方について」（平成18年12月27日）

　　　　平成18年の答申に基づき検討の必要がある。

資料№2-3　有期労働契約に関する参照条文　
　　　　　　　　・労働基準法14条の3年見直しの時期

　　　　　　　　・就業構造全体に及ぼす影響も考え、有効活用のための検討が必要。

　　　　　　　　・ルールづくりの必要性からも関心が大きいし、労働市場に与える影響も大きい。

　　　　
　　　　資料№３　検討のスケジュールの（事務局）案　
平成23年12月に論点まとめ（建議）
　　　　　政府の「新成長戦略」（平成22年6月18日閣議決定事項）（抜粋）
　　　　　

　　　　資料№4-1　有期労働契約研究会　報告書のポイント

　　　　資料№4-2　有期労働契約研究会　報告書（平成22年9月10日）

　　　　資料№4-3　有期労働契約に関する各論点について

　　　　資料№4-4　有期労働契約研究会　開催要項

　　　　資料№4-5　有期労働契約研究会　開催経過

　　　　資料№5　　労働時間等制定改善指針について

議事録
新谷労働側委員　アンケート調査実施した。有期契約が増加しており、雇用の不安定、処遇の低さは、問題である。また、雇い止めの問題があり、雇い止めを恐れて年休、育児休業が取りずらい。

50％が雇い止めの経験がある、４割が正社員の仕事がないから有期契約で入社したというもの。多様な類型があるのできめ細かな対応が必要。

存在必要性をすべて否定わけではないが原則、直接無期契約であるべき。労働者側にリスクがあり、リターンなしだ。
渡辺使用者側委員　結論が出ているような価値観に違和感がある。労働に対する法律が強化されると企業経営に影響があり、雇用を失うことになる。労働基準監督署による正規転換指導が行なわれている。有期契約の２から３割が雇い止めとせざるをえないが、最大限の需要では維持できない。派遣はハケンという働き方を選んでいる。規制強化が雇用を失なわさせる。正社員の残業対応は精神に反する。日本経済の先行き不透明。正社員を雇うことの予想がつかない。企業に与える影響が大きい。
八野労働側委員　スケジュールについて意見を言いたい。有期の規律のあり方は論点が多岐にわたっている。これからの有期労働の将来をどのようにするのか　３分の１が非正規雇用。有期の規律は、不確かなので、公労使の共通認識が必要。労働・雇用問題の将来が不安だ。時間をかけて議論させてほしい。
三浦使用者側委員　中小には、かなりのタイプがある。労働条件は重要だという認識がある。制度変更は企業経営に影響があり、その大きさを把握して議論して欲しい。

中島労働側委員　諸外国の法制度全体を見て議論をして欲しい。パートタイム労働法の運用状況についても情報提供してほしい。21, 8、9条など。
新谷労働側委員　　次回に実態、次々回から議論にして欲しい、労使共通認識をもつためには、現状把握が重要だ。時間をかけて、スケジュールを柔軟に検討して欲しい。
輪島経営側委員　　共通認識を持つことは、重要はある。立場、イメージが違うのは、生産的ではない。４分類も、他の要素（年齢、職種など）もクロスしてみて、各論から総論、総論から各論と整理する。①資料は、いろんなものを出してほしい　②フランス、ドイツの法制的には理解しているが、実際はどうなっているのか文献だけでの判断は難しい。③現行の法制的整理を行なって欲しい。雇い止め解雇の現行法体系について、現場においての理解の混乱があるか。
八野労働側委員　　平成21年の実態調査を使用して報告されている。個人調査が実施された。自分か同僚で雇い止めの経験があるという回答が50％を越えている。

　個人と企業の見たものの数字が違う。個別労使紛争が増加している。有期雇用契約もトラブルが発生している。労働審判の事例などの訴訟などの資料料が欲しい。

事務局　有期契約研究会　09年２月から9月まで実施。18回行なって報告書を作成、さまざまな論点、選択肢が論点整理された。総論・各論の二本立てになっている。
＜有期研報告＞への質問・意見

島田労働側委員　　基準局長の報告がベースになって進められている気がする。学者の論文は参考資料の位置づけにして欲しい。

事務局（課長）　資料は、有期の締結へルールについての整理のためのもの。拘束されるわけではないが、参考としてみてほしい。考え方の筋道、ポイントとなる論点は参考になる。

輪島使用者側委員　　中間報告、雇用の不安定さ、労働者保護だったこと。５ページ目の不合理、不適正な利用を、ルールで規制していこうという感じ。どういったものなのかの共通認識が必要。どこが不合理で不適正なのかはっきりしてほしい。8ページ参照
＜民法623条から633条への議論＞

改正法の施行、労働政策審議会のタイミングのずれ、629条のズレをどうするのか？
どちらが基本法で、どちらが特別法なのか？現場が混乱しないようにお願いしたい。

　「多様な正社員」について、あまり深まった議論をしていない。こちらで議論することになるが、資料の提供をお願いしたい。

　　　　　 

事務局　「中間まとめ」は、一定の到達点で、ヒアリングのためのもの。トーンが変わったという認識は違う。雇用の不安定さ、期間の自動終了は、期間の定めを廃絶しなければ必ず残る。

不合理、不適正について、ヒアリングの中では、短い期間で10～20回も更新している事例があり、一般的にも逸脱している事例があった。
課長　民法 債権法部会は、16回開催している。法制審は、今日午後初めて議論に入る。労働契約法に影響が考えられる。この分科会にも報告する。2011年3月から4月に中間試案を作成する予定。最終答申は未定である。
輪島使用者側委員　　労働法の教科書では、類推適用の法理は、不合理、不適正な利用があるからと手当ては出されてきた。現状はどうなのか。
安永労働側委員　　第1に、言葉使いの点で違和感がある。有期が労使の多様なニーズによって増加とあるが労使は同じではない。労は労働者ととらえると、ITで働く労働者として、IT労働者は会社を転々とすることがスキルアップだった時期もある。現在の経済状況は大きく変化してきた。変化があると思うので、その資料も出して欲しい。

　第２に、「有期契約が安定雇用のステップの役割を果たしうるのかどうか」という点だ。コールセンターで引き抜きに悩んでいるなど、限られた事例をあげている。ルールづくりにより、有期が広がるのではないかという心配がある。諸外国では、３年後には正規職になっている割合が多いが、日本では少ない。現状打破が必要だ。
新谷労働側委員　　民法・債権法について、雇用にかかわる論議がされている。法制審だけではなく、労働政策審議会では請負契約問題にふれず、有期と無期との関係で構成されている。正社員（上）への転換の問題だけでなく、下への転換の問題もある。有期から請負への転換、業務委託契約（非雇用）への転換もあり、合意しなければ配転させられる。
　有期から「自立してみたら、同じ職場で働きながら収入増」と誘っている(エンジニア等)。

　非雇用になると、賃金支払い、時間管理、災害補償等から、外れることになる。下へ降りて行く際の防止措置も検討すべきである。
田中　次回、諸外国の法制とは、どこを指すのか、英、スウェーデン、フランス等か
　「新経済成長戦略：では、どういうところと成長競争をするのか。
資料5　労働時間設定の改善指針説明　了承　質問意見無し
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